
第114回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

第114期
[2025年４月１日から2026年３月31日まで]

・連結株主資本等変動計算書
・連結注記表
・株主資本等変動計算書
・個別注記表

会計監査人及び監査等委員会の監査を受けた本開示書類は、法令
及び当社定款第 14 条の規定に基づき、インターネット上の当
社ウェブサイト（https://www.entetsu.co.jp）に掲載するこ
とにより、株主のみなさまに提供しております。
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連結株主資本等変動計算書
（2025年４月１日から2026年３月31日まで）

株 主 資 本
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
当 期 首 残 高 3,800 635 56,958 △96 61,297
当 期 変 動 額
連結子会社株式の取得
に よ る 持 分 の 減 少 △7 △7

剰 余 金 の 配 当 △574 △574
親会社株主に帰属する当期純利益 6,743 6,743
自 己 株 式 の 取 得 △7 △7
株 主 資 本 以 外 の
項目の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 ― △7 6,168 △7 6,154
当 期 末 残 高 3,800 628 63,127 △103 67,452

その他の包括
利益累計額 非支配

株主持分 純資産合計その他
有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る

調整累計額

その他の包括
利益累計額
合計

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
当 期 首 残 高 2,759 0 1,203 3,964 120 65,382
当 期 変 動 額
連結子会社株式の取得
に よ る 持 分 の 減 少 △7

剰 余 金 の 配 当 △574
親会社株主に帰属する当期純利益 6,743
自 己 株 式 の 取 得 △7
株 主 資 本 以 外 の
項目の当期変動額(純額) 1,260 0 411 1,673 △120 1,552

当 期 変 動 額 合 計 1,260 0 411 1,673 △120 7,706
当 期 末 残 高 4,020 1 1,615 5,637 ― 73,089
（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

2026年05月21日 14時54分 $FOLDER; 2ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



〔連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記〕
1. 連結の範囲に関する事項

すべての子会社を連結の対象としております。
連結子会社の状況 連結子会社の数 17社

主要な連結子会社の名称
㈱遠鉄百貨店、㈱遠鉄ストア、静岡トヨタ自動車㈱、
遠鉄タクシー㈱、遠鉄観光開発㈱
なお、ヨシダ㈱及び㈲マインドファミリーコーポレーションは、
株式取得に伴い当連結会計年度より連結の範囲に含めておりま
す。また、2025年4月1日に㈱トヨタレンタリース浜松は、静岡
トヨタ自動車㈱を存続会社とする吸収合併により消滅しておりま
す。2026年1月1日にヨシダ㈱は、遠鉄アシスト㈱を存続会社と
する吸収合併により消滅しております。

2. 持分法の適用に関する事項
持分法を適用していない関連会社３社(浜松まちなかマネジメント㈱他)は、それぞれ当期

純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等に及ぼす影響が軽微であり、か
つ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外しております。
3. 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。
当連結会計年度において、㈱遠鉄百貨店、㈱遠鉄百貨店友の会、㈱古田屋、㈱フルタフー

ズ及び㈲マインドファミリーコーポレーションは、決算日を3月31日に変更し、連結決算日
と同一となっております。なお、当連結会計年度における㈱遠鉄百貨店及び㈱遠鉄百貨店友
の会の会計期間は13か月、㈱古田屋及び㈱フルタフーズの会計期間は14か月、㈲マインド
ファミリーコーポレーションの会計期間は8か月となっております。
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4. 会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
時価法

（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算
定）
市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法
評価基準は原価法(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法にて算定)
リテールサービス事業 主として売価還元法
モビリティサービス事業 主として個別法
不動産事業 主として個別法

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

主として定率法(ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)
並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法)

② 無形固定資産（リース資産を除く） 定額法
③ リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
（3）重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

② 役員退職慰労引当金
役員の退職に伴う退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。
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（4）その他連結計算書類の作成のための重要な事項
① 重要な収益及び費用の計上基準

・収益認識基準
イ 企業の重要な事業における主な履行義務の内容
「運輸事業」は、鉄道、バス、タクシーによる旅客運送を行っております。「リテ

ールサービス事業」は、百貨店業、食品スーパー業を行っております。「モビリティ
サービス事業」は、自動車販売業、石油製品販売業を行っております。「不動産事業」
は、不動産の販売、賃貸、仲介、ビル管理業、業務請負業、食品検査事業、建設工事
業を行っております。「ウェルネス事業」は、保険代理業、介護事業、健康スポーツ
業、旅行主催・斡旋、ホテル・旅館・遊園地の運営を行っております。
ロ 企業が当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）
商品の販売については主に顧客に商品を引き渡した時点、サービスの提供について

は役務提供完了時点で履行義務が充足されると判断し、収益を認識しています。
・ファイナンス・リース取引に係る収益及び費用の計上基準
モビリティサービス事業、不動産事業においては、リース料受取日に売上高と売上

原価を計上する方法によっております。その他の事業においては、リース取引開始日
に売上高と売上原価を計上する方法によっております。
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② 退職給付に係る会計処理の方法
・退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰

属させる方法については、主として給付算定式基準によっております。
・数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（主として11年）により按分した額をそれぞれ発生の翌
連結会計年度から費用処理しております。
過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（主として11年）により費用処理しております。
③ のれんの償却方法及び償却期間

実質的判断による年数の見積りにより３年間から10年間で均等償却しております。
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〔会計上の見積りに関する注記〕
繰延税金資産の回収可能性
1．当連結会計年度計上額 7,673百万円
2．その他見積りの内容に関する理解に資する情報

繰延税金資産は、税務上の繰越欠損金のうち未使用のもの及び将来減算一時差異を利用で
きる課税所得が生じる可能性が高い範囲内で認識しております。課税所得が生じる可能性の
判断においては、将来獲得しうる課税所得の時期及び金額を合理的に算定し、会計上の見積
りを行っております。
これらの見積りは将来の不確実な経済状況及び当社グループの経営状況の影響を受け、実

際に生じた時期及び金額が見積りと異なった場合、翌連結会計年度以降の連結計算書類にお
いて認識する金額に重要な影響を与える可能性があります。また、税制改正により実効税率
が変更された場合に、翌連結会計年度以降の連結計算書類において認識する金額に重要な影
響を与える可能性があります。
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〔連結貸借対照表に関する注記〕
1. 有形固定資産の減価償却累計額

128,790百万円
2. 担保に供している資産及び担保に係る債務
（1）担保に供している資産

現金及び預金 24百万円
受取手形、売掛金、未収運賃及び契約資産 9,742百万円
建物及び構築物 10,137百万円
機械装置及び運搬具 787百万円
土地 10,006百万円
その他（有形固定資産） 46百万円
計 30,745百万円

（2）担保に係る債務
支払手形及び買掛金 56百万円
短期借入金 363百万円
長期借入金 826百万円
計 1,246百万円

〔連結損益計算書に関する注記〕
営業収益のうち、顧客との契約から生じる収益の額

225,910百万円
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〔連結株主資本等変動計算書に関する注記〕
1. 発行済株式の種類及び総数に関する事項
株式の種類 当連結会計年度期首

株式数
当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数

株 株 株 株
普通株式 72,000,000 ― ― 72,000,000

2. 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項
決議 株式の種類 配当金の総額 1株当たり

配当額 基準日 効力発生日
百万円 円

2025年６月27日
定時株主総会 普通株式 574 ８ 2025年３月31日 2025年６月30日

3. 当連結会計年度末日後に行う剰余金の配当に関する事項
2026年６月26日開催の定時株主総会において、次のとおり付議いたします。
株式の種類 配当金の総額 配当の原資 1株当たり

配当額 基準日 効力発生日
百万円 円

普通株式 574 利益剰余金 8 2026年３月31日 2026年６月29日

〔金融商品に関する注記〕
1. 金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達につい
て金融機関借入による方針を原則としております。なお、デリバティブは利用しておら
ず、投機的な取引は行わない方針であります。
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（2）金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形、売掛金、未収運賃及び契約資産は、顧客の信用リスクにさら

されております。
投資有価証券である株式は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の

変動リスクにさらされております。
借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設

備投資に係る資金調達であります。借入する際の金利は、主に固定金利であります。借入
金は、流動性リスクにさらされております。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
当社及び連結子会社は、担当部署が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取

引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早
期把握や軽減を図っております。
②市場リスクの管理
投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し

ております。
③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
当社及び連結子会社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作

成・更新するとともに、手許流動性を維持することなどにより、流動性リスクを管理して
おります。
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2. 金融商品の時価等に関する事項
2026年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれら

の差額については、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は次表に含まれて
おりません（(注)をご参照ください。）。

（単位：百万円）
連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1)受取手形、売掛金、
未収運賃及び契約資産 16,197 16,197 ―

(2)投資有価証券(注)
その他有価証券 8,796 8,796 ―

資産計 24,993 24,993 ―
(1)支払手形及び買掛金 9,909 9,909 ―
(2)短期借入金 32,010 32,010 ―
(3)長期借入金 18,083 17,333 △749

負債計 60,003 59,254 △749

(注)市場価格のない株式等
（単位：百万円）

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 473
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３．金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以

下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において

形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格
により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット
以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン
プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時
価を分類しております。

（1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

区分
時価（百万円）

レベル1 レベル2 レベル3 合計
投資有価証券
その他有価証券(株式) 8,796 ― ― 8,796

資産計 8,796 ― ― 8,796

（2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

区分
時価（百万円）

レベル1 レベル2 レベル3 合計
受取手形、売掛金、未収運賃

― 16,197 ― 16,197
及び契約資産

資産計 ― 16,197 ― 16,197
支払手形及び買掛金 ― 9,909 ― 9,909
短期借入金 ― 32,010 ― 32,010
長期借入金 ― 17,333 ― 17,333

負債計 ― 59,254 ― 59,254
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（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されている
ため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

受取手形、売掛金、未収運賃及び契約資産
これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに、債権額と満期までの期間及び信
用リスクを加味した利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類
しております。

支払手形及び買掛金、短期借入金
これらは短期で決済されるため時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ
っており、その時価をレベル２の時価に分類しております。

長期借入金
長期借入金の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した
利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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〔賃貸等不動産に関する注記〕
当社及び一部の子会社では、主に静岡県西部地域において、賃貸収益を得ることを目的と

して、オフィスビルや賃貸商業施設等を所有しております。
これら賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び連結決算日における時価は、次のとおり

であります。
（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額
連結決算日に
おける時価当連結会計

年度期首残高
当連結会計
年度増減額

当連結会計
年度末残高

17,469 495 17,964 20,168
（注）1. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であり

ます。
2. 連結決算日における時価は、重要性の高いものについては「不動産鑑定評価基準」、それ以外につき

ましては「固定資産税評価額」に基づいて自社で算定した金額であります。

また、賃貸等不動産に関する2026年３月期における損益は、次のとおりであります。
（単位：百万円）

連結損益計算書における金額
賃貸収益 賃貸費用 差額 その他損益

2,881 1,574 1,307 ―
（注）賃貸費用は、賃貸収益に対応する費用（減価償却費、修繕費、保険料、租税公課等）であります。
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〔収益認識に関する注記〕
顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(単位：百万円)
報告セグメント

その他
(注)１ 合計

運輸事業
リテール
サービス
事業

モビリテ
ィサービ
ス事業

不動産
事業

ウェルネ
ス事業

鉄道・バス事業 7,309 ― ― ― ― ― 7,309
タクシー事業 3,940 ― ― ― ― ― 3,940
その他運輸事業 3,453 ― ― ― ― ― 3,453
百貨店・サービスエリア物品
販売業 ― 13,035 ― ― ― ― 13,035

食品スーパー業 ― 57,537 ― ― ― ― 57,537
自動車販売業 ― ― 84,680 ― ― ― 84,680
石油製品販売業 ― ― 9,707 ― ― ― 9,707
不動産業 ― ― ― 14,153 ― ― 14,153
ビル管理業、業務請負業、食
品検査事業 ― ― ― 4,748 ― ― 4,748

建設工事業 ― ― ― 7,438 ― ― 7,438
保険代理業 ― ― ― ― 3,172 ― 3,172
介護事業、健康スポーツ業 ― ― ― ― 5,148 ― 5,148
旅行業 ― ― ― ― 1,433 ― 1,433
ホテル・旅館業、遊園地事業 ― ― ― ― 10,243 ― 10,243
その他の事業 ― ― ― ― ― 14,319 14,319

顧客との契約から生じる収益 14,704 70,573 94,387 26,340 19,999 14,319 240,324

その他の収益(注)２ 465 725 3,976 2,041 ― 48 7,257
内部営業収益又は振替高 △486 △874 △2,403 △4,736 △4,715 △1,198 △14,413
外部顧客に対する営業収益 14,682 70,424 95,961 23,645 15,283 13,169 233,168
(注)１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、自動車運転教習業、情報サー

ビス業等を含んでおります。
２．「その他の収益」には、不動産賃貸収入及びリース収入等が含まれております。
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〔１株当たり情報に関する注記〕
1. １株当たり純資産額 1,017円66銭
2. １株当たり当期純利益 93円88銭

〔重要な後発事象に関する注記〕
子会社の設立
当社は2026年4月9日に子会社2社を設立いたしました。

（1）子会社設立の目的
遠州鉄道の行う事業（運輸事業・不動産事業・ウェルネス事業）について、事業ごとの

責任と権限を明確にすることで、外部環境の変化やお客様ニーズに迅速かつ明確に対応で
きる体制を整えるため、それぞれ事業会社として分離することとし、2027年4月1日付け
で下記の新会社2社と既存会社遠州鉄道ウェルネス株式会社を承継会社として、それぞれ
の事業を吸収分割する予定であります。
その準備を円滑に進めることを目的として、下記の2社を分割準備会社として設立いた

しました。
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（2）設立した子会社の概要
遠州鉄道分割準備株式会社
①所在地 静岡県浜松市中央区旭町12番地の１
②代表者の役職・氏名 代表取締役 高林 宏明
③事業内容 鉄道事業・一般乗合旅客自動車運送事業・一般貸切旅客自動車運送事業・

自家用自動車運行請負業・旅行業 等
④資本金 100百万円
⑤設立年月日 2026年4月9日
⑥出資比率 当社100％

遠鉄不動産株式会社
①所在地 静岡県浜松市中央区鍛冶町319番地の28
②代表者の役職・氏名 代表取締役 野村 和徳
③事業内容 不動産業・建物及び付帯設備の管理等
④資本金 100百万円
⑤設立年月日 2026年4月9日
⑥出資比率 当社100％

（3）今後の見通し
2027年3月期の連結業績に与える影響は軽微となる見込です。

〔その他の注記〕
連結損益計算書における営業収益及び営業費は、「鉄道事業会計規則」に基づいて記載し

ております。
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株主資本等変動計算書 単体
（2025年４月１日から2026年３月31日まで）

株 主 資 本

資 本 金
資本剰余金 利 益 剰 余 金

資本準備金 利益準備金
その他利益剰余金

別途積立金 繰越利益剰余金
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

当 期 首 残 高 3,800 635 831 21,100 3,225
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △574
別 途 積 立 金 の 積 立 2,000 △2,000
当 期 純 利 益 3,239
会 社 分 割 に よ る 減 少 △219
自 己 株 式 の 取 得
株 主 資 本 以 外 の
項目の当期変動額(純額)
当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― 2,000 445
当 期 末 残 高 3,800 635 831 23,100 3,670

株 主 資 本 評価・換算差額等
純資産合計

自 己 株 式 株主資本合計 その他有価証券
評 価 差 額 金

百万円 百万円 百万円 百万円
当 期 首 残 高 △96 29,495 1,285 30,780
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △574 △574
別 途 積 立 金 の 積 立 ― ―
当 期 純 利 益 3,239 3,239
会 社 分 割 に よ る 減 少 △219 △219
自 己 株 式 の 取 得 △7 △7 △7
株 主 資 本 以 外 の
項目の当期変動額(純額) 610 610
当 期 変 動 額 合 計 △7 2,438 610 3,048
当 期 末 残 高 △103 31,933 1,895 33,829
（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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〔重要な会計方針に係る事項に関する注記〕
1. 資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法
① 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法
② その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
時価法

（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算
定）
市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法
評価基準は原価法(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定)

① 分譲土地建物 個別法
② 未成工事支出金 個別法
③ 貯蔵品 主として移動平均法

2. 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

鉄道事業取替資産は取替法、その他は定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得し
た建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び
構築物については、定額法）

（2）無形固定資産 定額法
（3）リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
3. 引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

債権の貸倒に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を検討し回収不能見込額を計上しております。
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（2）退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき

計上しております。
退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下のとおりです。
① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期末までの期間に帰属させる方
法については、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（11年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年
度から費用処理することとしております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（11年）による定額法により費用処理しております。
（3）役員退職慰労引当金

役員の退職に伴う退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上し
ております。

4. 収益及び費用の計上基準
・収益認識基準
（1）企業の重要な事業における主な履行義務の内容
「鉄道事業」は、鉄道による旅客運送を行っております。「自動車事業」は、バスによ

る旅客運送を行っております。「不動産事業」は、不動産の販売、賃貸、仲介事業を行っ
ております。「ウェルネス事業」は、生命保険募集業及び損害保険代理業、介護事業、健
康スポーツ業、旅行主催・斡旋、ホテル・旅館・遊園地の運営を行っております。
（2）企業が当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）
商品の販売については顧客に商品を引き渡した時点、サービスの提供については役務提

供完了時点で履行義務が充足されると判断し、収益を認識しています。
・ファイナンス・リース取引に係る収益及び費用の計上基準
リース料受取日に売上高と売上原価を計上する方法によっております。
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5. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
（1）鉄道事業における工事負担金等の圧縮記帳処理

鉄道事業における踏切道路拡幅工事等を行うにあたり、地方公共団体等より工事費の一
部として工事負担金等を受けております。これらの工事負担金等は、工事完成時に当該工
事負担金等相当額を取得した固定資産の取得原価から直接減額して計上する方針としてお
ります。なお、損益計算書においては、工事負担金等受入額を特別利益に計上するととも
に、固定資産の取得原価から直接減額した額を固定資産圧縮損として特別損失に計上する
方針としております。

（2）退職給付に係る会計処理
退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、

連結計算書類における会計処理の方法と異なっております。

〔会計上の見積りに関する注記〕
繰延税金資産の回収可能性
1. 当事業年度計上額 2,982百万円
2. その他見積りの内容に関する理解に資する情報

連結注記表と同一のため、記載を省略しております。
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〔貸借対照表に関する注記〕
1. 有形固定資産の減価償却累計額

65,215百万円
2. 事業用固定資産
(1) 有形固定資産 48,673百万円

建物 16,887百万円
構築物 3,989百万円
車両 1,226百万円
土地 24,976百万円
その他 1,594百万円

(2) 無形固定資産 525百万円
3. 関係会社に対する金銭債権債務
(1) 関係会社に対する金銭債権

関係会社に対する短期金銭債権 18,849百万円
関係会社に対する長期金銭債権 2百万円

(2) 関係会社に対する金銭債務
関係会社に対する短期金銭債務 19,484百万円
関係会社に対する長期金銭債務 912百万円

4. 担保に供している資産
鉄道事業固定資産 4,880百万円
自動車事業固定資産 1,238百万円
不動産事業固定資産 5,807百万円
ウェルネス事業固定資産 4,465百万円
各事業関連固定資産 40百万円
計 16,432百万円
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5. 保証債務
関係会社の取引先への支払に対して次のとおり債務保証を行っております。

㈱遠鉄ストア （支払債務） 356百万円
モビリティ遠鉄㈱ （支払債務） 59百万円
計 415百万円

6. 固定資産の取得原価から直接減額された工事負担金等累計額
30,423百万円

〔損益計算書に関する注記〕
1. 営業収益

44,937百万円
2. 営業費

運送営業費及び売上原価 22,001百万円
販売費及び一般管理費 18,236百万円
諸税 970百万円
減価償却費 2,220百万円
計 43,428百万円

3. 関係会社との取引高
営業収益 3,410百万円
営業費 8,788百万円
営業取引以外の取引高 1,950百万円

2026年05月21日 14時54分 $FOLDER; 23ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



〔株主資本等変動計算書に関する注記〕
自己株式の種類及び総数に関する事項
株式の種類 当事業年度期首

株式数
当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数

株 株 株 株
普通株式 169,980 9,311 ― 179,291

〔税効果会計に関する注記〕
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産

退職給付引当金 1,850百万円
役員退職慰労引当金 32百万円
未払事業税 34百万円
販売用土地建物評価減 167百万円
投資有価証券評価損 80百万円
減価償却費 74百万円
減損損失 1,761百万円
ポイント未使用額 654百万円
資産除去債務 122百万円
繰越欠損金 437百万円
その他 275百万円

繰延税金資産小計 5,491百万円
評価性引当額 △1,672百万円
繰延税金資産合計 3,818百万円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △805百万円
その他 △30百万円

繰延税金負債合計 △835百万円
繰延税金資産の純額 2,982百万円
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〔関連当事者との取引に関する注記〕
1.子会社
属 性 会社等の名称 議決権の

所有割合
関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

百万円 百万円
子会社 ㈱遠鉄百貨店 所有

直接100％ 資金の調達 資金の預入 155 預り金(注) 11,241

子会社 ㈱遠鉄ストア 所有
直接100％ 資金の貸出 資金の返済 72 預け金(注) 3,844

子会社 静岡トヨタ自動
車㈱

所有
直接100％ 資金の貸出 資金の返済 3,283 預け金(注) 11,934

子会社 遠鉄タクシー㈱ 所有
直接100％ 資金の貸出 資金の返済 7 預け金(注) 1,246

子会社 遠鉄アシスト㈱ 所有
直接100％ 資金の調達 資金の預入 335 預り金(注) 1,860

子会社 遠鉄観光開発㈱ 所有
直接100％ 業務の委託 委託料の支払 4,539 未払金 ―

子会社 遠鉄建設㈱ 所有
直接100％

建 物 の 建
設、修繕 工事費の支払 2,730 未払金 1,780

子会社 遠鉄システムサ
ービス㈱

所有
直接100％ 資金の調達 資金の預入 943 預り金(注) 1,681

（注）「預り金」及び「預け金」の利率は、市場金利を勘案して合理的に決定しております。

2.役員及び個人主要株主等
属 性 氏名 議決権の所有

（被所有）割合
関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

百万円 百万円

役員 丸山晃司 被所有
直接0.42％ 代表取締役 土地の販売(注) 38 ― ―

（注）土地の販売は、独立第三者間取引と同様の一般的な取引条件で行っております。

〔１株当たり情報に関する注記〕
1. １株当たり純資産額 471円02銭
2. １株当たり当期純利益 45円10銭
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〔重要な後発事象に関する注記〕
子会社の設立
連結注記表と同一であります。

共通支配下の取引等
当社は2026年４月１日に、当社のホテル・旅館業、遊園地事業を遠鉄観光開発株式会社

に承継する吸収分割を実施いたしました。
（１）取引の概要

①対象となった事業の名称及びその事業の内容
事業の名称：当社のホテル・旅館業、遊園地事業
事業の内容：ホテル・旅館、遊園地の運営

②企業結合日
2026年4月1日

③企業結合の法的形式
当社を分割会社、遠鉄観光開発株式会社（当社の連結子会社）を承継会社とする会社
分割

④結合後企業の名称
遠鉄観光開発株式会社（当社の連結子会社）

⑤その他取引の概要に関する事項
従来、ホテル・旅館、遊園地の運営を委託していた遠鉄観光開発株式会社に事業主体
を移し、事業実態の可視化、経営自律性の向上を図ることを目的としています。

（２）実施した会計処理の概要
「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関
する適用指針」に基づき、共通支配下の取引として処理しております。

〔連結配当規制適用会社に関する注記〕
当社は連結配当規制適用会社であります。
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